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1.は じめ に
米国において1992年1L月15日以後に開始する事業年度から適用されている財務会計基準
書iO9号 『法人税等の会高1'』(以ドSFAS109と呼ぶ)は 、法人税等に関する包括的な会計基
準であり、当期の要納付税額及び還付予定税額、すなわち 「当期税金」に係る会計処理 とと
もに、当期以前に発生 した事象の将来期間の納税額に対する潜在的な影響額、すなわち 「繰
延税金」に係る会計処理について規定するものである。
本稿は、SFASIO9における繰延税金資産の測定方法について検討することを日的としてい
る.「繰延税金負債 または資産は、当期末に存在する一P$差異及び繰越項 目の結果としての、
将来年度における未払税金 または未収税金の増減 を表すものである。従って、概念r_は、繰
延税金負債 または資産は、将来年度における一時差異の解消及び繰越項uの 利用を含めて算
定 された税額 と、それ らを含めずに算定 された税額 との差額、すなわち増分税効果として計
算 されるべきである」(pac8%)。しかし、将来年度において実現する増分税効果は、単純に
解消す る一・時差異等に税率を乗じたものではなく、一時差異等の解消年度に発生する課税所
得にも依存 している。将来年度にYJいて発生す.る課税所得は、繰延税金資産を測定する現時
点では不確実であるから、繰延税金資産の測定においては、課税所得の確率分布か ら導出 さ
れる繰延税金資産実現額の確率分布に関する何 らかの特性f直を測定値とせ ざるを得ない。そ
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して、 どのよ うな特性値 によって測 定す るこ とに なるかは、SFAS109が検 討 した4つ の測定
方 法において異 なっているので ある。
この ことを明 らかにす るため に、 まず第2節 においては、SFAS109の設定過程 にお いて検
討 された4つ の測定方法 につ いて説 明す る。次 に第3節 にお いて 、第2節 で提示 され た繰 延税
金 資産 の4つ の測定方法 を定式化 し、nz14!1を用いて4つ の会計測定値 を算定す る。第4節 にお
いて は、SFAS109がなぜ"morelikelyThannat"基準 と減損 法の組 み合 わせ を測定方法 と して
採.用.したの かを詳細 に検 討す る。 さらに、第3節 で定式 化 され たモデル による測定結 果 と、
FASBの議論の整合性 を検 証 してい る。第5節 においては、4つ の会計測定値 が統 計学 的 に ど
の ような意味 を持 ってい るかを明 らかにす る。 その結果 、SFAS109が採用す る"morelikely
thannoY'基準に よる会計測定値 は、繰 延税金資産実現額の確率分布の中央値 としての性 格 を
有 して い る こ とが 分 か った 。 最 後 に 第6節 に お い て は本 稿 の 結 論 を述 べ る と と もに 、
SFAS109と対比 して、わが国の 『税効果会計 に係 る会計基準 』(以下 「税効果会計 基準」 と呼
ぶ)の 問題点 を指摘す る。
2。 繰延税金資産の代替的な測定方法
FASBはSFAS109の設定過程 にお いて、繰 延税 金資産の測定 .方法を:主に①評価方法 、 及び
②蓋 然性 基準、の2つ の側面 か ら検討 した。 まず、①評価方法 に関 して は、FASBは 「肯定 的
判断法(af&rmativejudgmentapproach)」及び 「減損法(impairmentapproach)」の うち.、ど
ち らを採用すべ きか を検討 している(par.92)。肯定的判断法 を眉い る場合 、繰延税.金資産 は、
一.一時差異 等 につ いて、 もし、F7定的判断 に基づ いて、 それ が実現 す ると.見込 まれ るな らば認
識 され る(par.92)。それに対 して、減損 法 を用 いる場 合には、繰延税金資産は、一・時差 異等
につ いて 、それが減損 してい ると思 われ る場合 を除 き認識 され る(par.92).要す るに、F3ff
的判断法 では実現 が見込 まれ る部分 を直接 的 に評価 しようとす るのに対 して、減 損法で は ま
ず繰 延税金資産総額 の うち実現 が見込 まれない部分 を評価 してか ら.そ れ を総額 か ら控除 す
ることによって、実現 が見込 まれ る部分 を問接的 に評価す るのである 〔ti。
次 に、②蓋然性基準 につ いてであ るが 、 これ は.と記 の.肯定的判断法や減損法の規 定に おけ
る 「実現 が見込 まれ る(な い)」とは、実現 す る(し ない〉可能性 が何%を ヒ回 ることを指 し
て いるの かに関す る基準の ことで ある、,FASBは、財務会計概念 ステー トメン ト第6号(以.下
SFAC6と呼ぶ)で 示 され た資産及び負債の定義(SFAC6,par.LS,par.35;)におけ る 「発生す
る可能性 が高い(probable)」(Lと、SFAS109にお いて初 めて検討対象 とされた 「発生す る可
能性 のほ うが高い(morelikelythannot)」の どち らを採用すべ きか を検 討 してい る。SFAC6
の脚 注18及び21が説明す るところによ る 「発生す る可能性 が高 い(probable.)」とは、「入手
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可能 な証拠 や論理 に基づいて 、合理 的に期待 す る、または信 じることがで きるが、確実 な こ
とで もなければ証明 された ことで もない」 とい う意味 で ある(par.94)。それ に対 して、「発
生す る可能性のほ うが高 い(morelikelythannoT)」とは、50%よ りも高 い蓋然性の水準 を意
昧す る(par.96)。
ここで、資産及 び負債の定義 における 「発生 する可 能性 が高い(probable>」は、発生す る
確率 が何%以..ヒなどとい った ことを規定す る蓋然性基準 では ない(SFAC6,par.47)こと に
注意 すべ きである。 しか し、SFAsio9めpaL93から97における一....・連 の議論 において、明 らか
に蓋然性 基準で ある 「発生す る可能性のほ うが高 い(morelikelythannot)」と並列 して議論
され てい る以..r_、ここでの 「発生す る.可能性 が高 い(probable)」は少 なくとも50%よ りも高
い、何 らかの確 率 を示す蓋然性基準 と解釈 す るの が妥 当であ る。 そこで 、本稿 では便宜 的 に
「発生 す る可能性 が高い」 を 「発 生す る可能性 が70%を 上回 る」 とい う蓋然性基準 と解釈 す
ることにす る,
以上 で示 され た2つ の評価方法 と2つ の蓋 然性基準 をそれぞれ組み合わせ ると、以下の4つ
の測定方法 を考 えることがで きる(Y'.。
?
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?
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??
??
??」」??
??
?
??
①発生 す る可能性 が高 い基準 によるn定 的判断法(par.95a>:PA法
一..繰延 税.金資産 は、 もしそれ が実現す る可能性 が7⑪%を..ヒ回 るな らば認識 され る。
② 発生 す る可能性 が高 い基準 による減損法(par.95b>:PI法
一繰延税 金資産 は、それ が実現 しない可能性 が70%を..ヒ同 る場合 を除 き認識 され る。
③発生 す る可能性 のほ うが高 い基準に よる'n`判 断法(par.97a):MA法
一繰延税 金資産 は、 もしそれ が実現す る可能性 が5G%を...Uri1るな らば認識 される.
④発生 す る可能性 のほ うが高い基準 による減損法(paL97b):M亘法
一繰延税 金資産 は、それ が実現 しない可能性 が5G%を 上回 る場 合 を除 きn.cされ る。
3.繰延税金資産の会計測定モデル
3。1.モ デル
本稿では、第1年度末に将来減算一時差異が存在 しており、それが第2年度中に全て解消す
るという単純 なケースを想定す る,また税務上の欠損金の繰戻 ・繰越はできないと仮定する。
「繰延税金負債または資産は、将来年度における一時差異の解消及び繰越項 目の利用を含めて
算定 された税額 と、それらを含めずに算定 された税額 との差額、すなわち増分税効果として
計算 されるべきである」(par.8%)ことを想起すると、第2年度における繰延税金資産の実現
額は、「一時差異の解消及び繰越項 目の利用 を含めて算定 された税額(調 整後要納付税額)」
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と 「それ らを含 めず に算定 され た税額(調 整.前要納付税額〉」 との差額 と して計算 され ること
になる ことが分か る。 まず 、調 整前要納付税額 を計 算す ると、それ は基本 的には 「調整 前課
税所得TI(s)に税率 を乗 じた もの」 で あるが、課税所得 がゼロ以下 の ときには課税 され ないの
で 、法定実効税 率 をtiとす ると、
調整前要納付税額:T.AX(S)四max[⑪,TT7(5)1
と表 され る。一 方で、調整後要納付 税額は、課税所得 を調整 後の ものに変更 して同様 に して
計算 され る。...・時差異等解消額(ReversingTemporaryDifferences)をRTDとす ると、
調整後 要納付税額:adjTAX(s)=maxi[0,iTl(S)一cRTD】
と表 され る。 この よ うに第2年 度 の調整前お よび調整後要納付税額 は、調整前課税所得TI(s)
に依存 してお り、これ らの関係 を図示すれ ば、図1お よび図2の よ うなグ ラフが描 ける。
(図1)調整 前要納付税額(図2>調 整後要納付税額
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これを図示すれば、図3のようなグラフが描ける、グラフから分かるように、調整前課税
所得TI(s)が一時差異等解消額RTD以上 となる場合には、!z?.金資産総額 τRTDが.全額実
現するため、減損法においては評価性引当額を設定する必要はない。調整前課税所得が正で
あるが一一時差異等解消額を下回ると見込まれる場合には、実現額D(s)はTI(s)の増加に伴って
税率 τの割合で増加するが、繰延税.金資産総額のうち実現しないと見込まれる部分が存在す
るため、減損法ではその部分について評価性引当額 を設定し、肯定的判断法では実現が見込
まれる金額をそのまま繰延税金資産.と....して.計.上ず.る.5..調整前課.税所得が.ゼロ以下の場合には、
肯定的判断法では繰延税金資産は全 く計上 されず、減損法では繰延税金資産総額の全額につ
いて評価性引当額が設定 される。参考として、鋼4に繰延税金:負債実現額と調整前課税所得
の関係についてもグラフを示す(a;。
このように各状態において実現する金額D(s)が定められたならば、今度はある金額が 「実
現する可能性」あるいは 「実現 しない可能性」を定義 しなければならない。一般にD(si)とい
う金額の繰延税金資産が 「実現する可能性」R(si)は、以下のように定式化 される。
R(s∂=ΣP(SID(s)≧D(∫∫))
s
す なわち、D(si)の金額 の繰 延税金資産 が実現す る可能性R(si)は、ち ょうどD(si)が生起 す
る確率 と、D(si)を上回 る金額が生起す る確 率 を全て合算 した累積確率密度で ある。 なぜ な ら
ば、D(si)以...rの金額D(s)が実現 した場 合 には、少 な くともD(51)の.金額 が実現 して いると4J.
えるか らで ある。 さらに、「実現す る」 とい う事象 と 「実現 しない」 とい う事象 は相互 に背 反
で あ り、 また それ ら以外の事象 は存在 しないの で、100%から 「実現す る可 能性」R(si)を差
し引いた確率1-R(si)が「実現 しない可能性」で あると考 えられる。
最後 に、4つの測定方法 を以Eで 定義 され た 「実現 す る可能性」及び 「実現 しない 可能性.」
を用いて、形式的に表現 し直す と以下 の ようにな る。
①発生す る可能性 が高 い基準 による肯定的判断法lPA法
D用=rnaxD(SI1～(S)〉α7)
②発生す る可能性 が高 い基準 によ る減損 法:YE法
Sri=maxD(SI1-R(S)≦Q.1)
③発生す る可能性 のほ うが高 い基準 に よる肯定的判断法:MA法
DMA=rnaxD(sR(s)>0.5)
④発 生す る可能性 のほ うが高い基準 によ る減 損法:MI法
D,,u=maxD(s1-R(s)<_0.5)
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3。2.設 例
ここで、前項の モデルを以.下の よ うな具体的な設例 を昇1いて検 証 してみ る。
[設例 〔,;]第1年度末 におい て、貸倒 引 当.金につ いてのみ 一時差異 が生 じると仮定す る。
PA法 ・PI7・MA法 ・MI法のそれ ぞれ に基づ き、第1年 度 末にお ける繰延税 金資産の測定
値 を求め よ。なお 、貸倒引当金の処理は洗 替法によっている。
・第1年 度 におけ る貸倒 れに係.る会計処理調整前の課税所得(税 引前当期利益)
・S2,000,000
・第2年 度 におけ る貸倒れ に係 る.会計処理調整前の課税 所得(税 引前当期利 益)…TI(d)
・第1年 度末 におけ る債権額 …$5,00QOOO
・第2年 度末 における債権額 …$0
・第1年 度にお ける納税申告書上の貸倒 引当金繰 入限度額 …$500,000
・第1年 度 において 、第2年 度 中に債Ss,ooo,oooのうち$i,aoo,ooaの貸倒 れが見込 まれ
るため、財務諸表上 において同額 を貸倒引当金 に繰 り入れた。
・法定実効税率 …40%
設例で は、第1年 度において貸倒 れ調整 後の課税所得 が税 引前当期利 益 を$1.oW,000だけ上
回 るが、第2年 度 にお いて は同額 だけ税 引前当期利益 が課税所得 を上 回る ことにな る(fil。す
なわ ち第1・2年 度 を通算 す ると、会計..rと税務.r.の差 異 は解消 して いる。また、 この場合、
差異解消 年度 であ る第2年 度 において、課税 所得 は税引 前当期利 益 に比 べて減少 して お り、
第1年 度に おいて将 来減算 一時差異 が生 じてい るケー.スで ある と言 える。従 って、減損法 を
採 用 しているY]法およびMI法 において は、まず将来減算....・時差異Si,ooa,000に法定実効税率
40%を乗 じて繰 延税.金資産総額$400,00aを計...r.する。た だ し、繰 延税金 資産 の実現額 は第2
年度 の課税所得TI(s)に依存 してお り、減損法 においては このSaoo,ooooのうち実現が 見込 ま
れ ない金額 を評価性引 当額 によ って減額 しなければな らない。 また、肯定 的判断法 を採用す
るPA法 お よびMA71:にお いて は、実現 す ると見込 まれ る金額 を直接的 に見積 もることになる
ため、この総額$400,000の計上は行わ ない。そ こで、次 に我 々 は、繰 延税金 資産総額 の うち
実現 が.見込 まれない.金額 、あるいは実現 が見込 まれ る金額 を見積 もらなければ ならない。
ここで、第2年 度 において生起 しうる状態 が6つ ある とし、それぞれの状態 に応 じた調整前
課税所得 を表1の よ うに仮定 す ると、それに伴 って調整後課税所 得 、調整 前要納付税額 およ
び調整後要納付税額 も.各状態 につ いて計算 され る。
表1か ら各状態sが 生起 した場合の繰延税.金資産 実現 額D(s)は表2の よ うに計算す ることが
で きる。 さらに、各状態sが 生起 す る確率P(5)を仮定 す ると、そ こか らD(s)が実現す る可能
性R(s)および実現 しない可能性1-R(S)が表2の よ うに糠 出 され る。
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(表1)課税所得 と要納付税額
?、?
?
?
幽..内.r
状態:
E調整前課税所得:調整前要納付'税額: 調整後課税所得: 調整後要納付税額:
S 1'1(s) TAX(s) TI(s)…RTD adjTAX(s)
sll-Si,ooo,ooo
iIszISzoo,ooa
So
Sso,ooa
一$2
,0PO,OGO
-Seoo
,ooo
SO
Sa
i
s3 Ssoo,ooa Szoo,ooo 綿50Q,000.. Sa
s4 Ssoo,ooo $320,000 一Szoo,ooo Sa
SJ Sisoo,ooo S720,000 Ssoo,ooo $3'LQOOO
s6 Szsoo,ooa Si,ooo,ooa$1,500,000 Ssoo,ooo
(表2)実現額 と確率条件
状態: 実現額: 確率:実 現する可能性: 実現しない可能性:
s D(s)
I
P(s)IR(si 1-K(s)
sl So 0,111
1
a
52 Sso,ooa 0110.9 o.i
s3 Szoo,ooa 0.20.81
o.z
s4 $320,000 o.a os 0.4
s5 $400,000 0,310.4
…
0.6
s6 $400,000 o.iIo.i … 0.9
ユ
最後 に、この表2に 基づいて、SFASIO9によって検 討 された4つ の測定方法 がそれぞれ どの
よ うな測定値 を もた らす かを検 討す る。前項 のモデル① 一④ を用いれ ば、各方 法によ る測定
値 は表3の よ うになる。 た とえば 、②P1法で は実現 しない 可能性1-R(s)が0,7以下 とな る実
現額P(s)一一.一:表2ではD(sl)からD(s5)一の うち最大額で あるか らc(s5}の$400,000とな る。
(表a)各測定値の計算結果
r.幽買w.　
①PA法 ②PI法 ③MA法一 ④MI法
$200,0005aoa,ooaSszo,ooa
「ヒ.}… 一.一
$320,000
.一 一
①PA法 においては、実現す る可能性が高い部分S200,000を直接的 に見積 もって測定 してい
一14?…
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る。②PI法においては、まず...一時差異等 の全額 につ いて繰 延税金資産総額$400,000を測定 し、
その うち実現 しない可能性 が高い部分 をnY価性 引当額 によ り減額 するが、 この設例で は実現
しない可能性 が高い部 分が存在 しないので減額 は行 われ ない。③MA法 においては、実現 す
る可能 性のほ うが高い部分S320,000を直接 的に見積 もって測定 しているが、蓋然性 基準 が緩
いのでPA法 よ りも多 くの.金額 を計.Fしてい る。④NI法 においては、まず一時差 異等の 全額
につ いて繰 延税金資産総額$400,000を測定 し、その うち実現 しない可能性 のほ うが高い 部分
$80,000を評価性 引当額 によ.り減額.した結果、$320,000を測定 してい.る。
4.FASBによ る結 論 とそ の根 拠
4.1.な ぜ"morelikelythannoY'基準 を採 用 したの か?
FASBは最終 的には 「④発生す る可能性の ほ うが高い基準 による減損法:Ml法 」 を採 用 し
た。 まず、発生す る可能性が高い(probable>基準 を却下 した理 由 としては、PA法 に従 った
場 合、実現の蓋然性が"probable"よりも低 いと考え られ るときに、実現 が見込 まれ る繰 延税
金 資産 の認識 が禁 【i.=され るのは容認 で きな いこ と(par.95a)、さらに、PI法に従 った場合 、
実現 しない蓋然性が"probable"よりも低 い と考 え られる ときに、実現 が.見込 まれ ない繰 延税
金資産 の認識 が要求 され ることは容 認で きない こと(par,95b>、を挙げてい る、,
FASBは、繰延税金 資産 の測定 に求め られ る蓋然性 基準は、将来 にお いて その繰 延税 金資
産 が実現 す る、または実現 しないとい う、期待 され る結果 に最 も近 くな る会計測定値 を生み
出す もので なけれ ばな らない(par.96)として いる。 この こ とを突 き詰め て考え ると、繰 延
税金 資産 の評価 を、実現す ると.亮込 まれ る金額 を直接 的 に見積 もる肯 定的判断法に よった と
して も、実現 しない と見込 まれ る.金額 を見積 もった.tでそれ を控除 する減損 法に よった とし
て も、同..一の経済事象に対 しては 、同...・の会計測定値 をrみ 出す はず である、 とい うこ とに
な るで あろう。 この観点か らすれば、蓋然性基準 として"probable'"を用い た場合 には、評価
方 法 と して肯定 的判 断法 を用い るか減損法 を用い るかに よって会計測定値 は異な るため妥 当
でない。それに対 して、蓋然性基準 と して"morelikelythannot"を用 いた場合 には、評価方
法 として.肖定 的判断法 を用いて も、減損法 を用いて も、会計測 定値 は実質 的に異 な らないは
ず で あ る(par.97)。このため 、.FASBは蓋 然一ri基準 と して 「発生 す る.ロ」能 性の ほ うが高 い
(morelikelythannot)J基準 を採 用 したので ある。
しか し、 この 「"morelikelythanaoP'基準 によれ ば、肯定的判断法で も減損法で も実質的
に同一の 会計測 定値 を もた らす.1とい う命題 は、経験 的 にはHeiman-HoHmanandPattor,
(1994.)の実験(7)において否定 的な結果 が提示 されて い る。 また、理 論的 には、この命題 は
ほ とん どの場合 には妥当す るが、..一..定の確率 条件の もとで は妥当 しない と考 えられ る(B:。
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4.2.な ぜ減損法 を採用 したのか?
次の問題は、"morelikelythannot"基準を用いることを所与 として、肯定的判断法によ る
べきか、あるいは減損法によるべ きかである。これについては、.「実務.Fの問題 として.、一時
差異の解消及び繰越項目の有無による将来の法人税等に係 るキャッシュフロー総額の増分の
決定 は、最 も単純な状況を除いて不可能」(par.88)とFASBが述べているように、実現が見
込 まれる金額を直接的に見積 もるという旨定的判断法の適用が実務的に困難だか らであろう。
税効果..を.生じさせる可能性のある.一時差異および繰越項 目は実際の企.業に.おいては膨大に存
在するため、そのそれぞれについて毎期それらの実現が見込 まれるかどうかを確認すること
は実務的に不可能である。それよりも減損法のように、将来に十分な課税所得が発生する見
込みがない場合にのみ、実現 しないと見込 まれる部分を見積 もることのほうが実務上はるか
に簡便であると考えられるのである。そのため、結局FASBは減損法一すなわち、①慣習的
な税率を用いて繰延税金負債及び資産を測定し、②評価性引当額が繰延税金資産に対 して設
定 され るべきかどうかを評価する手続き一 を確立することを決定 した(par.88>のである。
「
?
?
4.3.モ デ ル に よ る測 定 結 果 とFASBの 議 論 の 整 合性
ここで 、第3節 で定式化 したモデルに よる測定結果 と以上の議論の整合性 を検 討 してみ る。
まず 、"morelikelythannot"基準 を採 用す るMA法 とMI法の測定値 は、 ともに$3'10,000であ
り一 致 してい る、 この ことは、FASBの議論(par.97)と整合 的であ る。 また、PA法 の も と
で 、実現 の蓋 然性 が"probable"よりも低 い と.xえられると きに、実現 が見込 まれる繰 延税金
資産の認 識 が禁止 され るの は容認で きない(par.95a;)とは 、ここでの 「実現 が見込 まれ る繰
延税金 資産Jの 金額 をFASBがMA法 ない しMI法 によって算定 され る$320,000である と想 定
して い ると.考えれば 、その うちt=Ai!:による$200.0()aを...F[siる部分で ある$izo,oooの認識が禁
止 され るの は容認 できないと している と解釈で きる。同様 に、PI法の もとで、実現 しない蓋
然性 が"probable"よりも低 いと考 え られ るときに、実現 が見込 まれない繰延税金 資産 の認識
が要求 され るこ とは容認で きない(par.95b)とは、PI法による$400,000がMA法ない しMI
法に よる$320,㎜を上回 る部分であ る$80,000の認識が要求 され ることは容認 で きない と して
い ると解釈で きる。
この よ うに、前節 で定式化 した会計測 定 モデル はMassの議論 と整.合的で あ り、SFAS109
の繰 延税金資産の測定に関する規定 を忠実 に表現 してい ると考 えられ る,
5.各測定値の統計学的解釈 と比較
本節では、各測定値の統計学的解釈と比較を行 う。4つの会計測定方法がもたらす測定値の
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大小 関係 と しては、②PI法≧③MI法 ≧④MA法 ≧①PA法 が成立 してい る。 この理 由 を理解
す るには、各会計測 定値の統 計学 的意味 を知 る必要 が ある。その前 に、「実現す る可能 性:
R(si)」及び 「実現 しない 可能性:1-x(Si)」の意味 につ いて確 認 してお く。 ある実現額D(si)
が実現 す る可能性R(51)は、図5に 示 され る実現額の確 率分布 の うちD(SI)の右側の面積に相 当.
す る。 また、 それ が実現 しない可能性t-R(S1)は、D(SI)の左側 の面積 に相 当する。従 って、
D(si)の値 が小 さくなるほどR(si)の値 は.大きくな り、1-R(SI>の値 は小 さくなることが分か る。
この ことを前提に、各会計測 定値の統 計学.的意味 を調べ るるPA法.に.よる測定値 につ いてはl
R(si)が70%を超 えるD(si)のうち最大額 であ る。従 って、図6のDPAに よ って示 され る こと
が分 か る,こ の値 は確率 分布の30%点 を意味 してい る。PI法によ る測定値 につ いては、1-
R(si)が70%以下 となるD(si)のうち最大額で ある。従って、図6のDPIに よって示 され る こと
が分 か る。 この値 は確率 分布 の70%点 を意味 して い る。MA法 に よ る測 定値 につ いて は、
R(si)が50%を超 えるD(si)のうち最大額 である。従 って、図6のDMAに よって示 され る こと
が分か る。MI法 によ る測 定値 につ いては}1-R(Sly)が50%以下 となるD(si)のうち最大額で
あ る。従 って 、図6のDMIに よって示 され ることが分 かる。DMIとDMAは ほぼ等 しく、ま
た確率 分布 の50%点 、す なわち 中央値(median)を意 昧 して い る。 この ことか ら、②PI
法 ≧③MI法 ≧④MA法 ≧①PA法 とい う関係 がなぜ成立す るか が理解 できるであろう。
?
?
(図5)実現する可能性と実現 しない可能性
1-R(si) R(si)
D(si) ll(s)
(図6)分布における各測定値の位置
so 20% zc 30
DPA DM[,
DMA
nPi P(s)
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6.お わ り に
本稿 はSFAS109の設定過程 におい て検討 された繰延税金資産の4つ の測 定方法 を定式 化 し
た。そ して、SFAS109の規 定 によ る繰 延税.金資産の会計測定値 が、統 計学的 には繰延税金 資
産 実 現 額 の確 率 分布 の 中央値 で あ る と解 釈 で きる こ とを明 らか に した 〔9;。この こ とは
SFAS1.09.が蓋然性基準 と して.「50.%を:..F.回る」..こ...と..を意昧す る.."morelikelythannot"基準 を
採 用 した ことによる帰結 であ る。繰 延税.金資産の会計測定 につ いて、差異 解消期間 におけ る
課税所 得の不確実性 を考慮 したモデル を用いて分析 した研究 は、これ まで我が国で はほとん
ど見 られなか ったため 、 この ような研究 を行 った ことは本稿の貢献で ある と考 えられ る。 し
か し、本稿で展開 したモデル は2期 間にわ た り単一 の一時差異 が発生 ・解消 す るとい う非常
に単純 化 された もので あったため、今後 はこのモデル をさらに精緻化 し、拡 張す ることが求
められ る。
最後 に、SFAS109と対比 して、わ が国 の 「税効 果会計基準」の問題点 を指 摘す る。 これ ま
で見て きたようにSFAS109では 「50%を上回 る」という明確 な蓋然性基準 を規 定 してい るが 、
「税効果 会計基準」で は 「..・時差異等 に係 る税 金の額 は、将 来の会計期間 において回収 又は支
払 が見込 まれない金額 を除 き、繰延税金 資産又 は繰延税 金負債 として計⊥ しなければ ならな
い。」(第二 、二 、1>と 述 べてい るのみで 、「.回収 又は支払が見込 まれ ない」 とは具体的 に実
現 しない可能性 が何%よ り高い こ とを意味 して いるのかを明示 してい ない。そのため、.各測
定.者によって暗黙 に前提 してい る蓋然性 基準 が異 なってい る可能性が生 じ、それに よって繰
延税金資産の測定 における 「測定者 によ るバ イアス」UOJが大 き くなるか もしれない。同...の
経済事象 を反復 して測定 す ることを考 えた+oも し測定者 によ るバ イア.スがなければ、反
復 す る回数 を十分 に多 くすれ ば、測定値 の平均 は測 定者 によって異 な らない と期待で きる。
しか し、 も し測定者 によるバ.イアスが存在 す るな らば、測定値 の平 均 は測定者 に よって シス
テマテ ィック1二異 なることにな る。従 って、測 定者 によるバ イアスが大 きいほ ど、同一の経
済事 象に対 して測定者 によって異な る測定値 をもた らす可能性 が高い。 これ によ り、測定値
の信頼性 は著 しく損 なわれ る。従 って、わが国の 「税効果会計基準」 にお いて もSFAS109に
おける"morelikelythannoC'のような蓋然性基準 を明確 に規定すれば、測定者 によるバ イア
.スを減 らす ことがで き、 それ によ って繰延税.金資産の.会計測定値 の信 頼性 を向上 させ ること
がで きるで あろう。
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【注 】
(1)「減 損 法 」 と い う 名称 が つ い ては い るが 、 評 価 額 は 下 方 修 正 しか で き な い わ け で はな く 、当初 測 定 後
に 実 現 の 見込 み が 上 方 修 正 され た場nnには 、 す で に 設 定 され た 評 価 性 引 当額 を収 り崩 す こと に よ っ
て 繰 延 税 金 資 産 を増 額 す る こ と もで き る。 この と き の 評 価 性 引 当 頷 の 変 動 額 は継 続 事 業 利 益(con-
timingearnings)に算 入 され る(par、26)。
(2)r発生 す る可 能性 が 高 い(probable)」とい う用 語 は 、 財 務 会 計 基 準 書 第5号 「偶 発 事 象 の 会 計 』(以
..ド
SFAS5と呼 ぶ)のpar,3にお い て も用 い られ て い るが 、SFAS109のpar,95は、"probable"とい う
..蓋然 性 基 準 の 採 用 を .,SFAS5に.お.いて 用 い られ て い る 意味 で は 却 下 して い る 。 た だ し、本 稿 に お け
る"probable"の意 味 は 、む し ろSFAS5にお け る もの に 近 い 。
(3)これ ら4つ の規 定 は一.見す る と 、あ る項 日 を認識 すべ きか そ うで な い か とい う 「認 識 基 準 」 を表 して
お り、 認 識 す べ き と され た と き に どれ だ けの.金額 を 計 上 す べ きか とい う 「測 定 方 法 」 と は異 な る の
で は な い か とい う疑 問 が生 じ るか も しれ な い 。 しか し、SFAS109では 「審 議 会 は税 務 上の 便 益 の 将
来 に お け る実 現 が と き に繰 延 税 金 資 産 の 全 部 で は な い が一部 に つ い て見 込 ま れ 、 そ の2つ の 部 分 の
境 界 線 が 不 明 確 で あ る こ と を認 めて い る。 その よ うな 状 況 に お い て は 、 税 務 上 の 便 益 が実 現 し な い
P,能性 の ほ うが高 い部 分 の 繰 延 税 金 資 産 を決 定 す る た め に 、 入 手 可 能 な あ ら ゆ る証 拠 に基 づ い て判
断 す る こ とが 求 め られ る 」(par.9E)と述 べ られ て い る こ と か ら、 上 記 の4つ の規 定 は実 質 的 に 測 定
方 法 を 示 して い る と解 釈 す る こ とが で き る と 考 え られ る 。 ま た、 本 稿 で は4つ の測 定 方 法 につ い て 、
そ れ ぞ れPA法 ・PI法 ・MA法 ・MI法 とい う略 称 を 用 い て い るが 、Pは"Probable"、Mは"More
likelyLhannot"、Aは'`AffirmativejudgmenP'、1は"lm(rairment"の略 で あ る 、,これ らの 略 称 は 本稿
に特 有 の もの で あ り、SFAS109やその 他 の.X献で は用 い られ て い な い.
(4)図4で は 、 第1年 度 にお い て将 来 加 算 ・時 弟 異 の.みが 発 生 し,第2年 度 に お い て 当 該 弟 異 が 解 消 す る
と仮 定 して い る 。将 来 加 算 一時 差 異 が解 消 す る 第2年 度 に お い て 課 税 所 得 はTI(5)+RrDに増 加 す る 。
それ に よ り調 整 後 納 税 額 はmax[〔},tiTI(s>+TRTD]とな る た め 、増 分税 効 果 はD(s)=adj'1'AX(s)一
TAX(c)によ り算定 され る 。TI(s)≧0の範 囲 で は 調 整 前 納 税 額max[0、 τTI(s)1より も調 整 後 で は
τxrnだ け 大 きい 。 従 っ て 、TI(s)≧0の範 囲 で は繰 延 税金 負 債 総 額 τKrnが 全額 実 現 して い る。 さ
ら に 、仮 にTI(s)が負 で あ って も、TI(s)>RTDの範 囲 な らば 繰 延 税 金 負 債 総 額 の 少 な く と も...一部 が
実 現 す る こ とに な る。 この こ とか ら、 差 異 解 消 年 度 の 調 整 前課 税 所 得 の 分 布 を..定とす れ ば 、 繰 延
税 金 負 債 は繰 延 税 金 資 産 よ り も実 現 可 能性 が 高 い と 考 え られ る が 、繰 延 税 金 負 債 は常 に^r額実 現 す
るわ け で は な い 。SFAS(09では繰 延 税.金負債 の 支 払 可 能性 が低 い 部 分 つ い て減 額 す る と い う規 定 は
ない の で 、 繰 延 税 金 資 産 の測 定 と非対 称 的 で あ り.理 論 的 に 問 題 が あ る。
(5)この 設例 は 、 齋藤(1999)のplO5「設例4-3」を一..・部 参 考 に して 、 数 値 を変 更 す る と とも に 、 第2年
度 の 調 整 前 課 税所 得 を確 率変 数 と した もの で あ る。
(6)第1年 度 に お い て 、 納 税 申告 書 上 で は貸 倒 引 当金 繰 入$SOO,000によ り課 税 所 得 が$1,500,000とな る
の に 対 して 、損 益計 算 書 ヒで は税 引 前 当期 利 益 は.貸倒 引 当.0人$1,SOQ,000によ り税 引 前 当 期 利 益
は$500,000とな る 。 従 って 、 課 税 所 得 が 税 引 前 当 矧 利 益 を9i,ooo,ooo上回 って い る。 第2年 度 に お
い て 、 納 税 申 告 書 上.では 貸倒 引 当 金 戻 入SSOO,oooおよ び.貸倒 損 失$1,500,0001こよ り課 税 所 得 は
TI(s)一$i,ooo,oooとな る が 、損 益 計 算 書 上 で は 貸倒 引 当 金戻 入$1,50⑪,oocおよび 貸 倒 損 失Sisoo,ooa
に よ り税 引 前 当 贈利.益TI(s)とな る、,従って.税 引 前 当期 利 益 が課 税 所 得 をSi,ooo,ooa卜同 って い る、,
(7)Heimxn-HoffmauandPatton(1994;の実 験 とは 、Big6の監 査 法 人 系 の ア カ ウ ンテ ィ ング ス ク ール
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の 生 徒84人 を 被験.吝と して 、 同 一 の(当 期 の もの に つ いて は 税 効 果 関連 項 目 を除 い た)当 期 及 び 過
去 数 年 の 財 務 諸 表 情 報 、 繰 延 税 金 資 産 の 実 現 可能 性 に 関 す る肯 定 的 ・否 定 的 証 拠 、 及 び 「繰 延 税 金
資産 総 額 がS500,000であ る と い う情 報 」 を 与え た う えで 、MI法 を 川 い て評 価 す るグ ル ー プ とMA法
を用 い て 評 価 す る グ ル ー プ の 聞 で 、繰 延 税 金資 産 の 平 均 評 価 額 に 差異 が 生 じ るか を実 験 した も の で
あ る,そ の 結 果 、MI法 を用 い たグ ル ー プの 平 均 評 価 額 は 、MA法 を創 い た グ ル ー プ の 平均 評 価 額 よ
り も有 意 に大 き い こ と を発 見 した 。 そ して 、 そ の結 果 が 、'lberslryandKahoeman(1974)の「投 錨
と調 整(AnchoringandAdjustment)仮説」 に よ る もの.であ る との 解 釈 を示 して い る。 「投錨 と調 整
仮 説 」 とは 、 人 間 の 判 断 は 初 期値.(Anchor)に引 き.ずられ て 、 与 え られ だ 情報.に対 して十 分 に調 整
す る こ と が で きな い とい うバ イア.スが 存 在 す る と い う仮 説 で あ る 。 つ ま りMI法 で はSJOQOOO.MA
法 で は$0が 初 期 値 で あ り 、 そ れ に判 断 が引 きず られ る こ とに よ り、 同 じ情 報 を.5えられ て も異 な る
評 価 を して し ま っ た とい うの で あ る。
(8)par.97にお け る 「"morelikelythannot"基準 に よれ ば 、 肯 定 的 判 断 法 で も減 損 法 で も実 質 的 に同 一…の
会 計 測 定 値 を もた らす 」 と い う 命題 は 、MA法 とMI法 の い ず れ を用 い て もS32G,000とな って お り 、
表2の 設 例 を 前提 と す れ ば 、 妥 当 な もの で あ る こ とが 分 か る。 た だ し、 「実 質 的 に 」 同 一 で あ る と い
うの は 、 完 全 に 同 一 で は な い こ と を意 味 して い る。 実 際 、実 現 す る 可能 性R(s)がち ょ うど50%と な
る 状 態 が存 在 す る場 合 を考 え る と、MA法 とMI法 は一 致 しな い こ と を示 す こ と が で きる 。 「実 現 す
るof性 」 が ち ょ うど50%と な る状 態 が 存在 す る場 合 に は 、MA法 よ り もMI法 に よ る測 定 値 の ほ う
が 大 き くな る。 そ れ 以 外 の 場 合 に は 、必 ずMA法 に よ る測 定 値 とMl法 に よ る測 定 値 は等 し くな る、,
FASBが 「実 質 的 に 」 とい う文 言 を挿 入 したの は 、 以Eの よ う な意 味 に お い て で あ る と考 え られ る。
ま た 、 この 結 果 は 、 「投 錨 と調 整仮 説 」 に よ らな く と も 、合 理 的 な判 断 の 結 果 と して 、MA法 とMI
法 で相 違 が 生 じ る μ」能 性 を示 して は い る が 、実 際 に有 意 な 相 違 を もた らす ほ どの 要 因 で は な い と考
え られ る。
(9)Waegenaereetal..(2002)は、 繰越 欠 損 金 に係 る繰 延 税 金 資 産 の経 済 的価 値 と会 計 測 定値 を モ デ ル
化 して い る が 、 その 他 の ・時差 異 が 全 く存 在 し な い と仮 定 して い る.ま た彼 ら は 、繰 延 税 金 資 産 の
会 計 測 定fibは課 税 所 得 の 確 率分 布 の 中 央値 に 依 存 して い る と述 べ て い る が 、 課 税 所 得 の 分 布 の 中 央
値 は実 現 額 の 分 布 の 中 央 値 に対 応 して い る(逆 は必 ず し も成 立 しな い)の で 、 本 稿 での 分 析 と整 合
的 で あ る 。
(to)1.測定 者 に よ るバ イア ス」…(measurerbias)につ い て は 、SFACNat,pars.81-82を参照 。
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